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年
十
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第
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成
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十
二
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十
二
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十
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閣
総
理
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臣

菅

�

人

衆

議

院

議

長

横

路

孝

弘

殿

衆
議
院
議
員
中
島
隆
利
君
提
出
治
水
利
水
施
設
の
適
切
な
運
営
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。



衆
議
院
議
員
中
島
隆
利
君
提
出
治
水
利
水
施
設
の
適
切
な
運
営
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
の
�
に
つ
い
て

国
土
交
通
省
に
お
い
て
は
、
御
指
摘
の
会
計
検
査
院
か
ら
の
指
摘
を
踏
ま
え
、
ダ
ム
事
業
等
の
事
業
評
価
の
実
施
主
体
に

対
し
、
事
業
評
価
時
点
よ
り
前
に
計
上
し
た
ダ
ム
建
設
事
業
費
等
を
現
在
価
値
化
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
こ
と
、
代
替
法

を
用
い
た
不
特
定
容
量
の
便
益
算
定
時
の
当
該
便
益
の
計
上
方
法
を
明
確
化
し
た
こ
と
、
並
び
に
費
用
対
効
果
分
析
に
お
け

る
費
用
及
び
便
益
の
算
定
方
法
等
が
適
切
で
あ
る
か
を
確
認
す
る
た
め
の
新
た
な
方
法
を
定
め
た
こ
と
に
つ
い
て
、
通
知
し

た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

ま
た
、
費
用
対
効
果
分
析
に
お
け
る
不
特
定
容
量
の
便
益
の
よ
り
適
切
な
算
定
方
法
、
堆
砂
除
去
費
の
取
扱
方
法
及
び
年

平
均
被
害
軽
減
期
待
額
の
便
益
の
算
定
方
法
に
つ
い
て
は
、
今
後
、
所
要
の
検
討
を
行
っ
て
い
く
こ
と
と
し
て
い
る
。

一
の
�
に
つ
い
て

治
水
事
業
の
事
後
評
価
に
お
い
て
は
、
「
国
土
交
通
省
所
管
公
共
事
業
の
完
了
後
の
事
後
評
価
実
施
要
領
」
（
平
成
二
十

年
七
月
一
日
付
け
国
官
総
第
百
六
十
四
号
及
び
国
官
技
第
四
十
七
号
国
土
交
通
事
務
次
官
通
達
別
添
）
、
「
河
川
及
び
ダ
ム

事
業
の
完
了
後
の
事
後
評
価
実
施
要
領
細
目
」
（
平
成
二
十
一
年
三
月
三
十
一
日
付
け
国
河
計
第
百
十
七
号
国
土
交
通
省
河

一



川
局
長
通
知
別
添
）
等
に
基
づ
き
、
新
規
事
業
採
択
時
評
価
等
に
お
け
る
費
用
対
効
果
分
析
の
算
定
基
礎
と
な
っ
た
要
因
の

変
化
等
に
つ
い
て
も
検
証
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

一
の
�
に
つ
い
て

国
土
交
通
大
臣
が
行
う
一
級
河
川
の
管
理
に
係
る
事
業
に
つ
い
て
は
、
当
該
事
業
に
よ
っ
て
生
ず
る
利
益
は
流
域
の
地
方

公
共
団
体
に
も
帰
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
河
川
法
（
昭
和
三
十
九
年
法
律
第
百
六
十
七
号
）
第
六
十
条
第
一
項
等
の

規
定
に
よ
り
、
事
業
内
容
の
変
更
等
に
伴
い
必
要
と
な
っ
た
増
額
分
を
含
め
て
、
都
道
府
県
が
そ
の
費
用
の
一
部
を
負
担
す

る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

ま
た
、
当
該
事
業
に
つ
い
て
は
、
「
国
土
交
通
省
所
管
公
共
事
業
の
再
評
価
実
施
要
領
」
（
平
成
二
十
二
年
四
月
一
日
付

け
国
官
総
第
三
百
六
十
七
号
及
び
国
官
技
第
三
百
六
十
九
号
国
土
交
通
事
務
次
官
通
達
別
添
）
等
に
基
づ
き
、
一
定
期
間
が

経
過
す
る
ご
と
に
事
業
再
評
価
を
実
施
す
る
な
ど
、
事
業
の
透
明
性
等
の
一
層
の
向
上
を
図
る
た
め
に
、
事
業
評
価
を
厳
格

に
実
施
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

二
の
�
に
つ
い
て

独
立
行
政
法
人
水
資
源
機
構
（
以
下
「
機
構
」
と
い
う
。
）
が
行
う
水
路
及
び
ダ
ム
の
管
理
業
務
に
つ
い
て
は
、
事
業
仕

二



分
け
の
評
価
結
果
を
踏
ま
え
、
主
務
省
で
あ
る
厚
生
労
働
省
、
農
林
水
産
省
、
経
済
産
業
省
及
び
国
土
交
通
省
並
び
に
機
構

に
お
い
て
、
利
害
調
整
に
関
わ
る
も
の
等
の
本
来
機
構
が
行
う
べ
き
業
務
で
あ
る
か
否
か
と
い
う
観
点
か
ら
の
点
検
や
、
利

水
者
等
及
び
外
部
有
識
者
か
ら
の
意
見
聴
取
を
行
う
と
と
も
に
、こ
れ
ら
を
踏
ま
え
た
検
討
を
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

二
の
�
に
つ
い
て

機
構
の
利
益
剰
余
金
は
、平
成
二
十
一
年
度
決
算
に
お
い
て
総
額
が
千
三
十
二
億
九
千
四
百
万
円
で
あ
り
、そ
の
内
訳
は
、

前
中
期
目
標
期
間
繰
越
積
立
金
が
八
百
八
十
八
億
九
千
二
百
万
円
、
積
立
金
が
九
十
億
三
千
五
百
万
円
、
当
期
未
処
分
利
益

が
五
十
三
億
六
千
七
百
万
円
で
あ
る
。

当
該
利
益
剰
余
金
は
、も
と
も
と
利
水
者
が
機
構
に
支
払
っ
た
割
賦
負
担
金
の
一
部
か
ら
生
じ
た
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

利
水
者
等
の
負
担
軽
減
を
図
る
た
め
の
財
源
と
し
て
、
ま
た
、
将
来
の
金
利
変
動
等
へ
の
備
え
の
た
め
に
機
構
が
保
有
し
て

い
る
も
の
で
あ
る
が
、
こ
の
う
ち
、
三
百
四
十
一
億
四
千
万
円
に
つ
い
て
は
、
独
立
行
政
法
人
水
資
源
機
構
法
（
平
成
十
四

年
法
律
第
百
八
十
二
号
）
第
三
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
国
土
交
通
大
臣
の
承
認
を
受
け
て
、
利
水
者
等
の
負
担

軽
減
を
図
る
た
め
の
業
務
の
財
源
に
充
て
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

当
該
利
益
剰
余
金
の
今
後
の
取
扱
い
に
つ
い
て
は
、
事
業
仕
分
け
の
評
価
結
果
を
踏
ま
え
、
検
討
を
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ

三



で
あ
る
。

四


